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平成 17年２月期   中間決算短信（非連結）    
  平成 16年 10 月 7日 

上 場 会 社 名        株式会社デニーズジャパン              上場取引所      東 
コ ー ド 番 号         8195                                        本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.dennys.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長 氏名 浅間 謙一 
問合せ先責任者 役職名 取締役財務部長 氏名 河野 博之    ＴＥＬ (03)6238－3548 
決算取締役会開催日 平成 16 年 10 月 7 日            中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 16 年 11 月 15 日           単元株制度採用の有無  有(１単元 100 株) 
親会社名 株式会社ｲﾄｰﾖｰｶ堂（コード番号：8264）    親会社における当社の株式保有比率 51.6％ 
 
１． 16 年 8 月中間期の業績（平成16 年 3 月 1 日～平成16 年 8 月 31 日） 
(1) 経営成績                                                              （金額は百万円未満切捨） 
 営業収益（売上高） 営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
16年 8月中間期 
15年 8月中間期 

50,181(50,096)   1.3(  1.3) 
49,558(49,457) △2.0(△2.0) 

 2,319    10.4 
2,100  △37.7 

2,351     7.1 
2,195  △37.0 

16年 2月期 95,676(95,496) △0.7(△0.6) 2,984  △14.9 3,217  △13.7 
 
 中間(当期)純利益 １株当たり中間(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

 百万円   ％       円    銭       円    銭 
16年 8月中間期 
15年 8月中間期 

1,033    41.4 
731  △59.8 

32     12 
22     70 

-     - 
-     - 

16年 2月期 1,153  △59.6 34     92 -     - 
 (注)①持分法投資損益 16 年 8 月中間期 - 百万円    15 年 8 月中間期  - 百万円    16 年 2 月期  - 百万円 
     ②期中平均株式数 16 年 8 月中間期 32,184,560 株  15 年 8 月中間期 32,207,830 株  16 年 2 月期 32,202,786 株 
     ③会計処理の方法の変更    無 
     ④営業収益(売上高)、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
 

 円   銭 円   銭 

16年 8月中間期 
15年 8月中間期 

15 50 
15 50 

――――― 
――――― 

     

16年 2月期 ――――― 31 00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 
16年 8月中間期 
15年 8月中間期 

68,571 
67,707 

57,985 
57,529 

84.6 
85.0 

1,801.98 
1,786.47 

16年 2月期 66,813 57,476 86.0 1,785.41 
(注)①期末発行済株式数 16 年 8 月中間期 32,178,670 株 15 年 8 月中間期 32,202,795 株  16 年 2 月期 32,192,329 株 
    ②期末自己株式数  16 年 8 月中間期     177,940 株 15 年 8 月中間期    153,815 株  16 年 2 月期   164,281 株 
 
(4)キャッシュ･フローの状況 

 
営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 百万円 百万円 百万円 百万円 
16年 8月中間期 
15年 8月中間期 

3,380 
4,638 

△1,796 
△2,247 

△527 
△517 

28,947 
38,028 

16年 2月期 5,584 △12,812 △1,035 27,891 
 
２．17年 2月期の業績予想（平成 16年 3 月 1日～平成 17 年 2 月 28日） 

１株当たり年間配当金  
営業収益(売上高) 営業利益 経常利益 当期純利益 

期  末  
 百万円 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 

通 期  100,000(99,830) 3,800 4,000 1,800 15   50 31 00 
 4.5%  (4.5%) (27.3%) (24.3%) (56.1%)   

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 55 円 94 銭 
 
（注）営業収益（売上高）、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
 
 
 
 

 

※ 上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき当社で判断したもので

あり、実際の業績は今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 



1.企業集団の状況

事 業 の 内 容

　当社の属する企業集団は、㈱イトーヨーカ堂を親会社とする、流通業の中のさまざまな業態

の63社によって形成される企業グループであります。当企業グループは、主として㈱イトーヨ
ーカ堂他が行っている各種業態の小売業をはじめとして、㈱セブン－イレブン・ジャパン他が

行っているコンビニエンスストア事業及び当社他が行っているレストラン事業等を行っており

ます。

　当社の属する企業グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。

関係会社の状況

住　所
資本金又
は出資金

主な事業
の内容

 （百万円） 所有割合 被所有割合

（%） （%）
（親会社）

本社事務所及び店舗建物

㈱イトーヨーカ堂 東京都千代田区 47,987 ｽｰﾊﾟｰｽﾄｱｰ 0.0 52.0 の賃借
役員の兼務　2名

スーパーストアー レ　ス　ト　ラ　ン

本社事務所の賃借

㈱イトーヨーカ堂 当　　　　社

関係内容

（親　　会　　社） 店舗建物の賃借

名　　称
議決権の所有(被)割合
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経営方針及び経営成績

１．経営方針

(１)経営の基本方針
デニーズレストランは、健康と安全を基にした食の快適空間をご提供いたしております。
どんな時代にあっても「おいしい料理と気持ちの良いサービス」を提供することは、レストラン業の
本質であります。
また、「食の安全性」に対するお客様の関心とご要望は益々高まり、「食の提供」をさせて頂く外食
企業の責任は、従来になく厳しいものとなっております。
「変化の激しい時代こそ、基本に忠実に」社員一人一人がこの言葉を忘れることなく、いつでもお客
様の立場で考え、お客様のご要望にお応えできる皆様の街のレストランであり続けること、そしてお取
引先、株主の皆様、地域社会の皆様からより厚い信頼にお応えできるよう、今後も一層の努力を続けて
まいります。

(２)利益配分に関する基本方針
当社は、市場から調達した資本は株主の皆様からお預かりしているものと考え、株主の皆様への利益
還元を最重要政策の一つと認識しており、業績の向上とともに増配あるいは株式分割を適宜行ってまい
りました。
長期にわたり安定して株主の皆様に報いることを念頭に、業績の見通し、配当性向、内部留保の水準
等を総合的に判断し、利益還元に取り組んでまいります。
また、内部留保につきましては、新店投資、既存店改装投資およびシステム投資等に充当させていた
だき、企業体質の一層の強化を図り、将来の事業展開に役立ててまいります。

(３)投資単位の引下げに関する考え方及び方針等
当社は、投資家の皆様により投資し易い環境を整えるべく、平成16年８月２日より株式投資単位を
1,000株から100株に引下げました。

(４)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

（基本的な考え方）
当社は、レストランビジネスの基本である『Ｑ(クオリティー＝最高の品質の料理)・Ｓ(サービス＝
お客様第一主義のフレンドリーサービス)・Ｃ(クリンリネス＝清潔で感じの良いお店)・Ａ(アトモスフ
ェア＝快適な雰囲気の中で)』の徹底を原点とし、『お客様・お取引先・株主様・地域社会の皆様・社員
など多様なステークホルダーの皆様に信頼される誠実な企業でありたい。』との社是のもと、『食の快
適空間』を提供することを事業の方向性と位置付けております。これらを実現し、企業価値を高めてい
くために、コンプライアンスの徹底とコーポレート・ガバナンスの充実を推進しております。
（実施状況）
当社は、『監査役制度』採用会社であります。社外取締役・社外監査役の選任状況は、取締役12名の
うち社外取締役1名、監査役4名のうち社外監査役3名の構成であります。
また、平成15年 5月24日より、取締役の任期を1年間へ短縮するとともに『執行役員制度』を導入し、
取締役の経営責任を明確にし、経営の意思決定と施策実行の迅速化・効率化を図っております。
内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況につきましては、従来の『ＩＹグループ企業行動
指針』に基づき、役員・社員がより具体的な行動レベルでの実践と徹底をめざすため、平成14年 7月に
『デニーズ企業行動指針』を制定致しました。
あわせて、取締役を委員とする『企業行動委員会』を設置し、従業員の企業行動に対する疑問や問題
点の指摘に回答と指導を行っております。
内部監査につきましては、社長直轄の監査室が全部門を対象に業務監査を計画的に実施しており、監
査結果は経営トップに定期的に報告されております。
また、同じく社長直轄の品質管理室は、お客様へ安心と安全をお届けすべく、取引先企業のトレサビ
リティを含む工場視察と指導、店舗の衛生管理と食材の管理と指導に努めております。
さらに、お客様やお取引先との公正な取引を促進するため、『フェアトレード委員会』を設置してお
ります。
『個人情報保護法』の全面施行を来年4月に控えて、個人情報取扱事業者として危機管理、未然防止
のコンプライアンス体制の整備に向けて対応準備中であります。
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なお、当社は、監査法人や複数の法律事務所と契約を締結し、外部の専門家に随時必要に応じて適切
な助言と指導を受けられる体制となっております。
これらの施策を通じて当社は、健全なコーポレート・ガバナンスの推進と万全なコンプライアンス体
制の確立に全力をあげて透明性の高い経営に取り組んでおります。

２．経営成績及び財政状況

(1)当上半期の概要
当上半期は、輸出の好調さを背景に企業収益が大幅に改善、設備投資の高い伸びや雇用の改善傾向な
どから景気は堅調な回復を示しております。
一方、個人消費は所得が底堅く推移しているなか、旅行・家電製品の販売などで比較的好調を示した
ものの、期前半の天候不順の影響で全国百貨店・スーパー等が前年を下回るなど、概ね横這い傾向とな
りました。
外食産業におきましては、４～６月の天候不順、その後の猛暑効果、６月下旬からのたび重なる台風
の来襲、そして最盛期のアテネオリンピック開催などにより一進一退の業況で推移いたしました。
このような状況のもと、当社は味の絶対追求を大前提に「健康と安心感のあるおいしい料理」の提供、
お客様のご意見に学ぶ姿勢を徹底し「お待たせしない心をこめたサービス」、基本である「清潔な店内」
の提供に全社一丸となって取り組んで参りました。
新メニュー提案として、幅広い層に認知度の高いビビンバをデニーズらしくアレンジ、ハンバーグと
米飯を組み合せた「まぜまぜビビンバーグ＆ごはん」、しょう油とみりんベースの和風味のやわらかサ
ーロインにフレッシュなレモンをギュとしぼってお召し上がりいただく「サーロインステーキフレッシ　
ュレモン添え」などを販売いたしました。
ご好評を頂いておりますフレッシュフルーツによるデザートにつきましては、新商品で夏の季節感を
訴求、販売期間限定で「マンゴスチン」から「さくらんぼ（佐藤錦）」そして「桃」へのリレー販売に
挑戦いたしました。
設備面では、美味しい麺類の提供を目的にした「ゆで麺機」を全店で入替え、夏場に向けて冷たい麺
類の品揃えを強化しております。
また、積極的なサービスの一貫として６月より「コールドドリンクのお代り無料」を実施しておりま
す。
このような新メニュー・新サービスをお客様に知っていただくため、出店エリアでの割引クーポン付
き新聞全面広告やイベント性の高い個店販促を継続して行って参りました。
〔出店〕
当上半期は、従来からの収益性を重視した出店基準に基づき、首都圏を中心に直営店１１店舗を出店
し、建て替え対象店を中心に８店舗を閉店した結果、当中間期末の店舗数は５８１店舗（うちフランチ
ャイズ店６店舗）となりました｡
〔業績〕
この結果、当上半期の業績は、営業収益 501億 8千 1百万円（前年同期比 1.3%増）、営業利益23億
1千 9百万円（同 10.4%増）、経常利益23億 5千 1百万円（同 7.1%増）、中間純利益10億 3千 3百万
円(同 41.4%増）と増収増益になりました。
〔設備投資および資金調達〕
当上半期中において実施いたしました設備投資の総額は19億 2千 6百万円で、その内訳は店舗の新設
(11店舗)に 8億 7千 6百万円、既存店舗の美観回復・客席環境の改善としてのリフレッシュ改装(22店
舗)、合計で 4千 6百万円、その他既存店への投資として10億 4百万円であります。
なお、これらに必要な資金は、全て自己資金により充当しております。

〔キャッシュ・フローの状況〕
当上半期の営業活動によるキャッシュ・フローは33億 8千万円の収入、投資活動によるキャッシュ・
フローは17億 9千 6百万円の支出、財務活動によるキャッシュ・フローは 5億 2千 7百万円の支出とな
り現金及び現金同等物は10億 5千 6百万円の増加となりました。
当期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、税引前当期純利益20億 3千 3百万円、減価償
却費11億 2千 3百万円等により33億 8千万円の収入となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローについては、有形固定資産の取得による支出として18億 4千万円
が主なものであります。
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〔キャッシュフロー指標のトレンド〕

平成14年
8月中間

平成14年
2月期
平成15年
8月中間

平成15年
2月期

79.09 86.32 84.97 86.03

92.78 86.49 84.23 91.55

－ － － －

－ － － －

（注）1．株主資本比率　　　　　　　：　株主資本/総資産
　　　　 時価ベースの株主資本比率　：　株式時価総額/総資産　
　　 　　債務償還年数　　　　　　　：　有利子負債/営業キャッシュ・フロー
　　　　 ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ　 　 　：　営業キャッシュ・フロー/利払い
　　　2. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。
　　　3. 債務償還年数およびｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵについては有利子負債を有していないため、記載しておりま
         せん。

(2)通期の業績見通し

今後については、引き続き輸出が好調に推移するとみられ、国内民間需要も着実な増加が見込まれて
いることから、景気回復が続くとみられるものの、原油価格や世界的な金利の動向などが経済に与える
影響に留意が必要と思われます。
個人消費は企業収益の増益を背景に、雇用情勢が改善傾向を示しており、家計所得が改善していけば
緩やかな増加と見込まれております。
当社といたしましてはこのような状況のもと、当上半期に行ってきた味の絶対追求を大前提とする商
品開発に重点を注ぎ、「健康と安心感のあるおいしい料理」の提供、お客様のご意見に学ぶ姿勢を徹底
し「お待たせしない心をこめたサービス」などによる差別化に焦点をあわせた諸施策の徹底に総力をあ
げて取り組んでまいります。

〔出店計画〕

通期の出店につきましては、首都圏を中心に通期30店舗とし、また閉店につきましては建て替え対象
店及び低収益店・賃貸契約満了店を中心に10店舗ほどを予定しております。

〔業績の見通し〕

通期の業績見通しにつきましては、営業収益 １千億円（前期比 4.5%増)、営業利益 38億円（同
27.3%増）、経常利益 40億円（同 24.3%増）当期純利益 18億円（同 56.1%増）を見込んでおります。

３．配当金について

当中間期の配当金につきましては、１株当たり15円50銭とさせていただきます。

平成16年
8月中間期

株主資本比率(%) 84.56

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ －

時価ベースの株主資本比率(%) 99.95

債務償還年数(年) －
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－ 15 － 

（有価証券関係） 

当中間会計期間末（平成16年８月31日） 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 164 347 183 

計 164 347 183 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

その他有価証券 中間貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 40 

計 40 

 

前中間会計期間末（平成15年８月31日） 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
中間貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

株式 164 220 56 

計 164 220 56 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

その他有価証券 中間貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 40 

計 40 

 

前事業年度（平成16年２月29日） 

１ 時価のある有価証券 

その他有価証券 取得原価（百万円） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 差額（百万円） 

株式 164 293 129 

計 164 293 129 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く） 

その他有価証券 貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 40 

計 40 

 

（デリバティブ取引関係） 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度には、デリバティブ取引は全く行っておらず該当事項はあ

りません。 

  

（持分法損益等） 

 当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度には、連結に関連する会社が全くなく該当事項はありませ

ん。 
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【生産、受注及び販売の状況】 
(1)収容能力 

当中間会計期間 
（自平成16年３月１日 
  至平成16年８月31日） 

前中間会計期間 
（自平成15年３月１日 
  至平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自平成15年３月１日 
  至平成16年２月29日） 都道府県 

客席数 前年同期比 客席数 前年同期比 客席数 前年同期比 

 千席 ％ 千席 ％ 千席 ％ 

東京都 3,149 104.2 3,022 107.7 6,073 106.4 

神奈川県 2,109 98.9 2,131 99.7 4,221 99.9 

埼玉県 1,085 102.1 1,063 99.4 2,133 99.6 

千葉県 1,382 100.2 1,380 102.3 2,723 100.6 

首都圏計 7,725 101.7 7,596 103.2 15,150 102.5 

福島県 412 100.0 412 99.9 819 99.1 

東北計 412 100.0 412 99.9 819 99.1 

茨城県 391 95.4 410 95.2 815 95.7 

栃木県 205 93.4 219 105.0 423 101.0 

群馬県 294 100.0 294 109.1 585 107.4 

北関東計 890 96.4 923 101.6 1,823 100.4 

山梨県 197 100.0 197 100.0 391 100.3 

長野県 304 100.0 304 106.4 605 105.6 

甲信越計 501 100.0 501 103.8 996 103.6 

岐阜県 191 104.9 182 125.3 339 120.4 

静岡県 378 100.0 378 100.0 752 100.3 

愛知県 1,066 102.6 1,039 111.3 2,055 106.7 

三重県 157 110.5 142 100.0 278 98.7 

中京・東海計 1,792 102.9 1,741 108.9 3,424 105.6 

大阪府 287 100.0 287 100.0 570 100.3 

兵庫県 128 85.9 149 100.0 281 95.3 

近畿計 415 95.2 436 100.0 851 98.6 

合計 11,735 101.1 11,609 103.7 23,063 102.5 

 （注） 客席数につきましては、営業日数を乗じて算出しております。 
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 (2)収容実績 

当中間会計期間 
（自平成16年３月１日 
  至平成16年８月31日） 

前中間会計期間 
（自平成15年３月１日 
  至平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自平成15年３月１日 
  至平成16年２月29日） 都道府県 

来店客数 前年同期比 来店客数 前年同期比 来店客数 前年同期比 

 千人 ％ 千人 ％ 千人 ％ 

東京都 15,251 102.9 14,821 102.6 28,724 103.7 

神奈川県 9,263 96.8 9,574 96.9 18,131 97.8 

埼玉県 4,166 100.6 4,143 96.1 7,836 97.1 

千葉県 5,490 99.7 5,509 96.8 10,472 97.7 

首都圏計 34,170 100.4 34,047 99.2 65,163 100.2 

福島県 1,622 97.4 1,665 92.9 3,134 93.5 

東北計 1,622 97.4 1,665 92.9 3,134 93.5 

茨城県 1,316 93.1 1,413 91.0 2,678 93.3 

栃木県 826 92.8 891 94.9 1,657 93.1 

群馬県 1,101 97.2 1,133 102.0 2,149 101.4 

北関東計 3,243 94.4 3,437 95.4 6,484 95.8 

山梨県 706 96.2 734 95.1 1,379 97.3 

長野県 1,243 97.4 1,276 100.1 2,397 98.8 

甲信越計 1,949 96.9 2,010 98.2 3,776 98.3 

岐阜県 802 100.8 796 115.5 1,440 109.6 

静岡県 1,671 100.1 1,670 95.9 3,181 97.9 

愛知県 4,871 99.5 4,896 101.9 9,294 100.5 

三重県 722 110.4 654 96.3 1,279 99.9 

中京・東海計 8,066 100.6 8,016 101.3 15,194 100.7 

大阪府 1,357 97.9 1,386 94.8 2,651 96.4 

兵庫県 611 87.5 698 91.8 1,286 90.5 

近畿計 1,968 94.5 2,084 93.7 3,937 94.4 

合計 51,018 99.5 51,259 98.8 97,688 99.4 
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(3)最近の売上状況 

当中間会計期間 
（自平成16年３月１日 
  至平成16年８月31日） 

前中間会計期間 
（自平成15年３月１日 
  至平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自平成15年３月１日 
  至平成16年２月29日） 

都道府県 

金額 前年同期比 金額 前年同期比 金額 前年同期比 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

東京都 15,297 104.9 14,589 101.8 28,574 103.5 

神奈川県 9,264 98.5 9,406 96.5 18,016 98.0 

埼玉県 4,132 102.0 4,051 95.5 7,761 97.0 

千葉県 5,549 101.6 5,463 96.0 10,538 97.8 

首都圏計 34,242 102.2 33,509 98.5 64,889 100.2 

福島県 1,499 98.2 1,526 91.5 2,908 92.7 

東北計 1,499 98.2 1,526 91.5 2,908 92.7 

茨城県 1,353 94.8 1,427 89.6 2,744 92.5 

栃木県 812 94.0 863 93.8 1,629 92.8 

群馬県 1,077 98.7 1,091 101.1 2,104 101.2 

北関東計 3,242 95.9 3,381 94.2 6,477 95.3 

山梨県 723 97.3 744 94.5 1,422 97.2 

長野県 1,205 98.4 1,223 98.6 2,333 98.1 

甲信越計 1,928 98.0 1,967 97.0 3,755 97.8 

岐阜県 698 102.0 684 115.4 1,255 109.9 

静岡県 1,618 101.5 1,595 94.9 3,086 97.7 

愛知県 4,407 101.6 4,339 102.1 8,377 101.5 

三重県 662 113.2 584 95.6 1,162 100.1 

中京・東海計 7,385 102.5 7,202 101.0 13,880 101.2 

大阪府 1,243 99.3 1,251 94.2 2,427 96.4 

兵庫県 557 89.7 621 90.8 1,160 90.5 

近畿計 1,800 96.2 1,872 93.0 3,587 94.4 

合計 50,096 101.3 49,457 98.0 95,496 99.4 

 （注）１ 品目別の販売数量は、数量単位が多岐にわたりますので省略しております。 

２ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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(4)最近の仕入状況 

当中間会計期間 
（自平成16年３月１日 
  至平成16年８月31日） 

前中間会計期間 
（自平成15年３月１日 
  至平成15年８月31日） 

前事業年度 
（自平成15年３月１日 
  至平成16年２月29日）  

金額 前年同期比 金額 前年同期比 金額 前年同期比 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％  

原材料 

 

穀類 2,324 97.8 2,376 95.9 4,549 94.4 

 海産物 1,126 102.3 1,101 126.1 2,391 121.7 

 肉類 2,753 107.5 2,562 88.4 4,895 89.9 

 青果物 2,764 108.2 2,554 98.6 4,907 102.5 

 加工食品 2,988 103.4 2,890 98.8 5,739 99.6 

 その他 3,329 102.5 3,247 100.2 6,272 103.2 

 小計 15,284 103.8 14,730 98.2 28,753 99.6 

商品 店頭商品 1,207 101.0 1,195 96.7 2,551 98.1 

計 16,491 103.6 15,925 98.1 31,304 99.5 

 （注） 上記金額には消費税等は含まれておりません。 
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1.営業収益
(単位:百万円)

03年8月期 04年2月期 04年8月期 05年2月期公表
営業収益 49,558 95,676 50,181 100,000
前期比(%) 98.0 99.3 101.3 104.5

2.既存店売上（昨比）
(単位:％)

03年8月期 04年2月期 04年8月期 05年2月期予定
売上 94.1 96.1 99.5 101.8
客数 94.8 96.1 97.8 100.0
客単価 99.3 99.9 101.8 101.8

3.経常利益
(単位:百万円)

03年8月期 04年2月期 04年8月期 05年2月期公表
経常利益 2,195 3,217 2,351 4,000
前期比(%) 63.0 86.3 107.1 124.3
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4.中間(当期)純利益
(単位:百万円)

03年8月期 04年2月期 04年8月期 05年2月期公表
当期純利益 731 1,153 1,033 1,800
前期比(%) 40.2 40.4 141.4 156.1

5.総資産・株主資本
(単位:百万円)

03年2月期 03年8月期 04年2月期 04年8月期
総資産 66,408 67,707 66,813 68,571
株主資本 57,324 57,529 57,476 57,985
株主資本比率(%) 86.3 85.0 86.0 84.6

6.ＲＯＩ・ＲＯＥ
(単位:％)

03年2月期 03年8月期 04年2月期 04年8月期
ROI 4.2 1.1 1.7 1.5
ROE 5.1 1.3 2.0 1.8
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7.発行済株式数

(単位:千株)
95/2期 96/2期 97/2期 98/2期 99/2期 00/2期 01/2期 02/2期 03/2期 04/2期 05/2期予定

発行済株式数 29,415 29,415 29,415 32,357 32,357 32,357 32,357 32,339 32,213 32,192 32,192
*02/2期より自己株式を除いております。

8.1株当たり当期純利益
(単位:円)

95/2期 96/2期 97/2期 98/2期 99/2期 00/2期 01/2期 02/2期 03/2期 04/2期 05/2期公表
1株当たり純利益 84.1 91.0 107.3 115.3 95.0 59.6 25.6 86.8 87.2 34.9 55.9

9.配当性向
(単位:％)

95/2期 96/2期 97/2期 98/2期 99/2期 00/2期 01/2期 02/2期 03/2期 04/2期 05/2期公表
配当性向 30.3 28.0 25.4 26.9 32.6 52.0 121.0 35.7 35.0 86.5 55.4

10.店舗数
(単位:店)

95/2期 96/2期 97/2期 98/2期 99/2期 00/2期 01/2期 02/2期 03/2期 04/2期 05/2期予定
直営店 444 451 454 488 505 519 526 542 564 572 592
FC店 27 29 29 11 10 8 8 8 7 6 6
合計 471 480 483 499 515 527 534 550 571 578 598
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